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研究成果の概要（和文）：　本研究は、日本と中国の市民的世界において、キーパーソンの交流と連携を促進すること
によって、「国家関係」に囚われない「市民関係」を築き上げていく可能性を実践によって模索する研究である。市民
的世界の同業者同士の交流は「交流のための交流」ではなく、必要性に迫られ、且つ社会的ミッションや価値観に動機
づけられた交流である。知識やノウハウだけではなく、ものの見方と対処する際の姿勢、求めたい理想など価値観や思
考パターンに関わる深いやり取りでもある。とりわけ中国で自然学校運動を仕掛ける交流研修活動では、「仕事ぶりを
見る」「作業を一緒に行う」「とことん話し合う」ことが効果を上げるポイントであった。

研究成果の概要（英文）： This study discusses the feasibility of building "citizen relationship" that is 
independent from "state relation" stems from the fostered interaction and cooperation between key players 
in Japanese and Chinese civil society.
 The interaction among players in the civil society is not a mere interaction, but arises from necessity 
while engendered by social mission and its underlying values. Furthermore, it is inextricably linked to 
accumulating knowledge and know-how, changing perspectives and attitudes, and impacting on 
thoughts-pattern and ideal value to pursue. Particularly in the interactive training activity initiating 
"natural school movement" in China, "performance evaluation", "work together", and "in depth discussion" 
contribute to better results.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
日本と中国をフィールドに、東アジア社会

における「非営利・協働システム」の形成と
特徴に関する比較研究を行ってきた中で、日
中双方の非営利・協働システムはそれぞれ異
なる展開を見せながらも、相補性を有するこ
とが分かった。折しも日中関係が小泉政権時
代から冷え込むようになり、2010 年の漁船
衝突事件、2012 年の尖閣諸島国有化を経て、
日中の国家関係は悪化の一途をたどり、相手
国に対する国民同士の不信感と嫌気も高ま
るばかりであった。 
 2006 年度から 2008 年度まで、「草の根Ｎ
ＰＯ／ＮＧＯの交流と協働による日中関係
の 修 復 と 発 展 の 可 能 性 に 関           
する研究」（課題番号：18730334）を行い、
その結果、「仲介者」と「中核人物」、「交流
を超えた実務的連携への道」が、今後の議論
と実践の中心となることが明白となった。 
本研究は上記の研究成果を踏まえつつ、日

本と中国の互いに対する国民感情を顧みて、
日本側に「先進性」があり、かつ非営利・協
働システムが相対的に成熟していると認め
られる分野（環境教育と高齢者サービス）に
おける日中交流の実践事業を仕掛け、その効
果を見ることにした。自らが仲介者となり、
これらの分野における日中間の「実務的な連
携」が生まれるように、キーパーソンをつな
げ、相手に対して理解のある中核人物とネッ
トワークの育成を目指した。具体的にどうす
れば継続的で実務的な「市民の連携」が可能
になるのか、日中双方のソーシャル・イノベ
ーションに寄与すると同時に、双方の国民感
情の改善に寄与していくことができるのか
について、実践と実証を伴う研究として本研
究を構想した。 
 
２．研究の目的 
 研究の目的として、以下の 2つを設定した。
（1）中国の市民社会領域のキーパーソンと
その周辺に日本側が良き影響を与え、波及効
果によって中国人の敵対心と対日嫌悪感を
軽減・解消していく仕組みのあり方とその実
現条件を明らかにしていく。 
（2）同時に日中の相互に対する偏狭でステ
レオタイプ的な認識に対して、実証研究に基
づきながら異議を提起し、客観的かつ戦略的
な相互認識を提唱する実践も行う。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、具体的には以下の 5つの課題を
順次遂行していく予定であった。 
（1）環境教育と高齢者サービスの二分野に
おける日中双方のソーシャル・イノベーショ
ンの実践を集め、連携可能だと思われる組
織・実践例をリストアップする。 
（2）二つの分野におけるソーシャル・イノ
ベーションの背景（制度、政策、経緯、文化
的特徴）を明確にする。 
（3）環境教育分野の具体的な連携促進事業

として、「地方コミュニティの活性化と環境
教育、エコツーリズムの拠点としての日本型
自然学校モデル」を中国に導入するプロジェ
クトを実施し、両国の NPO/NGO のキーパーソ
ンおよび社会起業家同士のやり取りに見ら
れるダイナミズムを考察する。 
（4）高齢者サービス分野具体的な連携促進
事業として、コミュニティのシニアサポート
システムをテーマとする日中のスタディツ
アーを複数実施し、上記同様に関係者間で見
られるやり取りのダイナミズムを考察する。 
（5）フィールドワークに基づいた研究成果
を発表する。 
2011-2012 年度は、データ・情報の土台づ

くりとして、日中の環境教育・高齢者サービ
ス分野のソーシャル・イノベーションの実践
例を収集し、データベースを作成し、キーパ
ーソン調査を行った。 
2013-2015 年度は、フィールドワークを展

開し、成果を分析しながら整理していく作業
を行った。環境教育分野における日中交流の
実践プロジェクトは期待以上の効果が得ら
れたが、高齢者サービス分野については、当
初予定していた共同研究が科研費助成金に
落選したことと、中国側に「市民による非営
利・協働的な取り組み」がそもそも少なかっ
たことから、実務的な交流プロジェクトを仕
掛けることができなかった。本研究の最終年
度において、ようやく中国国内にこの分野の
NPO がある程度展開できるようになったため、
トヨタ財団国際交流プログラムの助成を得
て、「高齢者の尊厳ある生き方を支えるため
のコミュニティづくりの仕組みに関する日
中相互学習プロジェクト」を開始した。環境
教育分野においては、日本の自然学校領域の
キーパーソンは中国のこの分野の中核人物
に確実に影響を与えている。高齢者サービス
分野においても、生きる尊厳、コミュニティ
の意味などの社会的意識、価値観の面で、日
本の市民的な取り組みやキーパーソンが中
国側に良き影響を与えられるかどうか、さら
に研究を継続していく予定である。 
 
４．研究成果 
 本研究の予想される成果として以下の2点
を掲げた。第 1に、実践と研究の有機的な融
合が目指される点。第 2に、文化と制度の相
違を明確にしたうえで、具体的な 2つの分野
で、日本と中国のソーシャル・イノベーショ
ンにおける交流と連携の方法、それらが国民
感情に与える影響について、論理的かつ体系
的な研究成果を目指すこと、である。 
 「実践と研究の融合」という意味では、本
研究は大いに実践を推進し、予想以上の成果
を得ることができた。中国で自然学校運動を
推進するためのプロジェクトは JICA の支援
を得て、2012 年 10 月から 2015 年 10 月まで
3 年間実施することができた。市民社会に関
する従来の研究成果に基づき、このプロジェ
クトの実施は、起業段階における「自発性と



参加の重視」、運営段階における「討議と民
主的組織運営の重視」をベースにしつつ、日
本的市民活動の特徴とされる「地域密着」「自
発的ネットワーキング」を特に強調し、市民
組織、市民事業体としての自然学校を中国で
推進していく方向性を定めた。その結果中国
において、日本の自然学校分野の市民リーダ
ーたちの理念と主張に賛同し、彼らの個人的
パーソナリティに尊敬の念を抱くキーパー
ソンたちが誕生し、中国の自然学校分野の中
核人物に成長した。北京、雲南省、四川省、
広東省、福建省の 5箇所で、日本でじっくり
研修を受けた5名のインターンシップ経験者
がそれぞれの自然学校を設立･運営しており、
中国の最も先駆的な自然学校として知られ
るようになった。さらに雲南、成都、北京で
広域な自然学校支援ネットワークが成立し、
来日インターンシップの経験者が中核運営
グループのリーダーに選ばれた。現在、各地
の自然学校支援ネットワークの中核メンバ
ーとして、短期・長期の日本研修に参加した
ことがあり、本研究で唱える自然学校の理念
を深く理解するメンバーが 50 名以上いる。
彼らが今後、この分野をリードする存在とな
れば、本研究が目指す「日本側によるよき影
響」は大いに期待できよう。 
 「日本と中国のソーシャル・イノベーショ
ンにおける具体的な交流と連携の方法、それ
らが国民感情に与える影響についての理論
的かつ体系的な研究成果」という点に関して
は、本研究はいくつかの業績を出すことがで
きた。しかし「体系的」という意味では、ま
だ不十分である。以下では、現段階で得られ
たいくつかの知見を示したい。 
（1）「オルタナティブ」を求める市民リーダ
ー（キーパーソン）が誕生する背景と条件 
 「下からの」非営利・協働システムの形成
と活性化にとって、個々の事業体の「起業リ
ーダー」と、セクターの「コーディネート機
能」の両方が不可欠である（李,2002）。ソー
シャル・イノベーションには、オルタナティ
ブを志向する市民リーダーの存在が必須条
件の 1つだと言える。 
 日中の市民活動領域のキーパーソンをつ
なげ、その交流と連携によって双方のソーシ
ャル・イノベーションを促進し、互いへの相
互理解を深め、相手側に対する心証と感情を
プラスの方向に導くためには、まずどうすれ
ば双方にこのようなキーパーソンが現れる
のか、あるいは育て上げることができるのか
を考えなければならない。本研究では、環境
教育の分野において新しい市民リーダーが
誕生する過程を観察することによって、以下
の仮説にたどり着いた。 
第１に、背景として社会的ニーズの顕在化

と高まりが重要となる。中国で環境教育とい
うと、「中小学生を対象とする『基礎環境教
育』」と「すべての人々を対象にした『全民
環境教育』」の２つに分類され、主に政府主
導で行われてきた。その効果にはしばしば疑

問が提起され、本当に環境問題の解決に結び
つくような環境教育の手法を志向する人々
には、「新しい手法」へのニーズが顕著であ
った。折しも PM2.5 に象徴されるように、環
境問題は貧富の格差に関係なく、すべての人
間にとって見える問題、逃れられない問題と
なった。ほぼ同じ時期に、2010 年、中国の代
表的な環境 NGO 自然の友が、リチャード・ル
ーブによる著書『あなたのこどもには自然が
足りない』の中国語訳を出版した。『森の最
後の子ども』と訳されたこの本は「自然欠乏
症」の概念を提起し、多くの親、教師、子ど
もの教育問題に関心のある人々は、この言葉
によって自らの危機意識を表現することが
できた。その結果、「自然体験教育」という
新しい手法による環境教育が注目され、この
事業に従事する新しい市民リーダーが誕生
するようになった。 
第２に、高学歴の若い世代が主たる担い手

となっているのが特徴的である。80 後や 90
後と呼ばれる 80 年代生まれ、90 年代生まれ
の若者たちに、主流価値観とは異なる生き方
を求める人々が増えた。大学時代に NGO でボ
ランティアを経験した人の多くは、卒業後も
それぞれの現場で社会問題に関わっている。
本研究で自然学校運動を中国で仕掛ける事
業を行った際に、参加者はほとんど 20 代後
半と 30 代の若者であり、キーパーソンもこ
れらの若者から生まれている。 
第３に、当事者と研究者と自発的実践者の

垣根の低さが注目に値する。中国の草の根
NGO は、知識人や社会的エリートによって切
り拓かれたという経緯があり、研究者が非営
利・協働の事業や活動に活発に関わっている
（李,2008；2012）。研究者だけではなく、自
然学校運動の展開を見ると、多様な当事者や
実践者の登場が見られた。野生動植物の研究
と保護、自然保護区など「生態保護」分野、
汚染問題やゴミ問題などの環境問題の分野、
アウトドア/野外活動の分野、エコツーリズ
ムの分野、幼児教育や児童教育の分野、村落
保護や地方の開発に関わる分野、建築関係者、
芸術関係者、農業関係者、異なるライフスタ
イルを求める人々など、関心分野だけではな
く、職業や社会階層、背後にある資源も実に
幅広く、彼らは「自然学校」の一点によって
結ばれている。キーパーソンにも多様性が見
られ、それぞれ異なる資源を持ち合わせてい
ることから、連携の機会と可能性が大きい。 
第４に、インターネットの「公共的使用」

とでも言える IT 技術の利用、特に SNS であ
る WeChat の活用が、キーパーソンの誕生を
促進している。情報のやりとりだけではなく、
イベントの申し込みや料金の支払い、寄付活
動、グループ討論までもWeChat上で行われ、
フォーラムなど大規模な会議でも、会場です
ぐに WeChat グループが形成され、会場中の
人とつながるようになる。WeChat グループに
おけるオピニオンリーダーが、キーパーソン
の仲間入りを果たす。 



 
（2）ソーシャル・イノベーションに有利な
社会環境とは 
 キーパーソンがソーシャル・イノベーショ
ンを促進していく力となるためには、キーパ
ーソンが動きやすいような、有利な社会環境
が前提条件となる。 
それを検討するために、まずソーシャル・

イノベーションの定義を明確にしよう。ソー
シャル・イノベーションは抽象的な社会変革
を意味すると同時に、具体的な形を有する。
渡辺（2009）は「社会的ニーズ・課題への新
規の解決策を創造し、実行するプロセス」と
してソーシャル・イノベーションを定義した
上で、「新しいアイデアの実現があり、社会
にインパクトを与える」ことを強調している。
この定義に従えば、ソーシャル・イノベーシ
ョンは「創造と実行のプロセス（過程）」で
あり、その到達点は「社会的ニーズ・課題の
解決」にある。 
ソーシャル・イノベーションの理想状態は、

「人々にとって納得できる生活世界」という
到達点に向けて、すべての実践プロセスが活
発に、再生可能な状態で繰り返され、らせん
状の上昇を実現していくことである。この理
想状態を実現するためには、特別なプロジェ
クトを実施しなくても、社会的価値を追求す
る多様なタイプの社会起業家が、既存組織の
内外で自然に生まれる土壌が必要である。す
なわち、社会起業家が新しいアイデアを事業
化していくことができる環境である。同時に、
新しい社会価値を体現した商品やサービス
に対して識別と評価の能力を持つ市場と消
費者の存在も不可欠である。これらが実現し
たときに、ソーシャル・イノベーションを生
み出す仕組み（環境・前提）ができていると
思われる。 
 日本と中国は社会体制、制度的に相違は大
きい。しかし、社会起業家が生まれやすいよ
うな土壌をどう生成させ、社会起業家を評価
し、支える消費者と市場をどう育てるかとい
う、共通の課題を抱えている。日本でも中国
でも社会起業家育成が行われており、いずれ
もインキュベーター組織が政府や企業・財団
の資金によって実施している。しかし、スタ
ートアップに関する支援が多い一方で、事業
の継続に対するサポート、何よりも消費者や
市場の育成という意味でははるかに不十分
である。ソーシャル・イノベーションに有利
な社会環境は、日中双方においてまだ実現さ
れていない、と言える。 
 
（3）知日派キーパーソンの育成が如何に可
能か－環境教育分野を中心に 
 本研究は具体的に、環境教育分野において
知日派キーパーソンの育成プロセスに対し
て参与観察を行った。自然学校運動を仕掛け
るプロジェクトでは、2 ヶ月の長期の来日イ
ンターンシップによって5名のリーダーを育
てた。彼らはいずれも帰国後自然学校を起業

し、生涯の事業として取り組むようになって
いる。インターンシップは、主に OJT
（On-the-Job Training）と呼ばれる方法、
すなわち、現場の日本のスタッフたちととも
に仕事をしていく過程で学ぶ方法を採用し
た。座学によってではなく、「仕事ぶりを見
る」「一緒に作業を行う」「仕事の問題につい
て討論する」ことで、彼らはまさに「体験型
教育」を自ら経験したわけである。 
 インターンシップ以外に、1 週間の短期の
視察・研修のプログラムも多く実施した。そ
の際にも座学と見学、交流と討論だけではな
く、必ず実際に自然学校で行われるプログラ
ムを体験してもらった。「仕事ぶりを見る」
「作業を一緒に行う」「分からない点につい
てとことん話し合う」ことを、交流による人
材育成活動のポイントとした。 
 インターンシップや短期の視察・研修の参
加者が「知日派」になる上で、この 3つのポ
イントが大きな意味を持ったと考えられる。 
 インターンシップに参加した中国山水自
然保護センターの邹滔さんが次のように語
っている。「日本で私たちは自然学校の各種
プログラムの設計から準備、実施、振り返り
のプロセスを、身を以て体験した。そこで学
んだのは『術』だけではない。『道』である。
『道（理念）』について、たとえば自然学校
とはなにか、社会の中でどんな役割を果たす
のか、どんな社会問題の解決を担っているの
か、より深い理解と思考ができるようになっ
た」。ほかの参加者たちも、来日研修によっ
て得たことを多くの文章にまとめ、動画に編
集し、中国国内で同業者や関係者に広く紹介
している。  
 本研究で参与観察を行った日中市民社会
ネットワーク（CS ネット）は、「直接顔が見
える関係」をモットーに事業を仕掛けてきた。
特に重視するのは、「特定の団体同士をつな
げる」、あるいは「特定の個人同士をつなげ
る」ことではなく、具体的な分野のネットワ
ーク同士をつなげること、ネットワークのキ
ーパーソン同士をつなげることである。ネッ
トワーク同士がつながれば、つながりの継続
的な再生が可能になるからである。 
交流に携わった関係者の間では、互いに対

する印象の変化は言うまでもなく、理解の促
進も見られた。李（2012）で詳細に紹介して
いる。日本への印象が具体化しただけではな
く、日本の同業者たちとの議論を通して、日
中の違いや関連する日本の取り組みの特徴
に対する理解もおのずと深まる。来日前に、
CS ネットは必ず日本での訪問先について詳
細に紹介する資料集を渡す。単に団体や施設
の紹介ではなく、背景となる日本の社会問題、
制度、取り組みの歴史、団体の創業者のライ
フヒストリー、現在ぶつかっている壁など、
多角的に詳細な情報提供を行う。明確な目的
と問題意識をもって来日する中国の皆さん
は、来日前丁寧に資料を読み、これらの知識
と情報を吸収する。実際の訪問と交流の現場



では、概要や状況に関する確認よりも、運営
や社会的影響力の作り方、価値観の転換をい
かに図るかなど、踏み込んだ話題について日
本側と討論を行うことが多い。帰国後も彼ら
は「日本訪問研修成果発表会」を開催し、関
心のある同業者に伝えている。 
訪問してくる中国の同業者たちと議論を

交わした日本側にも変化が見られた。中国の
市民的世界で奮闘する人々の熱意と知恵、活
動の勢いに驚かされることが多い。さらに、
中国との交流事業がきっかけとなり、日本国
内でそれまで関わり合いを持っていなかっ
た人物や分野とつながり、新たなネットワー
クが生まれる例もある。このように、具体的
なフィールドと目的を持った「交流にとどま
らない研修事業」は、仲介者の工夫によって
大きな成果を得ることができる。 
 
（4）ソーシャル・イノベーションに向けた
高齢者サービス分野における日中交流の開
始と今後の可能性 
 本研究においては、高齢者分野の日中交流
プロジェクトを実施することは十分にでき
なかったが、最終年度に開始することができ
た。これは、いかに高齢者の尊厳を守るよう
な生活圏コミュニティを民間主導で作るこ
とができるのか、日中の学び合いによって具
体的に実践可能なモデルを提言していくプ
ロジェクトである。現段階ではとりわけ「場
（最後まで居場所がある、選べる）」「事（最
後までやりたいこと、やれることがある）」
「体制（それを支える多様な人のネットワー
クと協働体制）」という 3 つの視点から、日
中の問題点と可能性を整理できた。 
 日本で提唱され、実践が模索されている
「尊厳」「民間主導」という価値・考え方が、
中国側にどのように受け止められ、また吸収
されていくのか、引き続き観察していきたい。 
 
（5）本研究の成果と課題－国家関係から市
民関係への道 
 国家間の戦略的互恵関係は、ひたすら経済
と貿易の領域が意図されていたため、領土問
題や歴史認識に起因する政治的対立の深刻
化と国民感情の悪化の前では、無力さが露呈
されつつある。正解のない領土問題と歴史認
識の問題は、双方が逃げずに正面から妥協策
を模索していくことが求められる。しかし、
たとえこれらの難題が妥結されたとしても、
「戦略的互恵関係」という枠組みでは、国民
感情の回復につなげることが困難であろう。
政治的思惑に強く左右されていた「日中友
好」の枠組みに戻ることも考えにくい。日中
関係を語る新たな枠組みを探っていかなけ
ればならない。 
 そこで注目すべき領域として、「市民的世
界」を提示したい。双方の「市民的世界」の
間で関係を築いていくことが、日中関係の新
たな方向性をもたらしてくれると考える。 
1990 年代後半ごろから、日中双方で「市民

的世界」が予期せぬ同時代性を見せながら展
開してきた。それにも関わらず、互いに対し
て双方ともほぼ無知、無関心の状態のままで
あった。 
 「市民」という概念は西欧社会の歴史的文
脈で生まれたものであるため、日本において
も中国においても、「市民的世界」の伝統は
ない。しかし、等しく人権を有する自由な個
人としての「市民」の顔は、近代化という普
遍的なプロセスに伴って必然的に台頭する。
日本と中国も例外ではない。いずれの社会に
おいても、「市民的世界」は異なる経緯をた
どりながらも存在し、展開してきた。 
 まずは 1995 年というタームポイント。日
中両国において、NPO/NGO の幕開けの年とな
った。98 年、両国において NPO と NGO がフォ
ーマルな社会的存在として認められた。また、
「大震災」の発生が市民的世界を大きく動か
すきっかけとなったのも共通する。さらに、
政府との関係性において、独立性の確保と価
値主張の実現の点で葛藤し、自省の時期に入
っていることも相通ずる。これらの共通点は
偶然とはいえず、1990 年代から世界的に台頭
した非営利セクターの潮流に位置づけるこ
とができる（世界的な非営利の潮流について
は、レスター・サラモンらによる一連の研究
が詳しく論じている）。背景として政府や市
場はもはや公共的課題に効果的に応えるこ
とができないこと、インターネットによって
情報の拡散と交換が飛躍的に容易になった
こと、20 世紀型の開発と発展の方法論に異議
を唱え、持続可能な道を志向する人たちが世
界中で増えてきたことなどが挙げられよう。 
 日中の市民的世界は、その展開の経緯と特
徴から、「相互補完性」を見出すことができ
る。これらの違いの多くは、日本社会と中国
社会の成り立ちや、人々の価値観と考え方の
違いをそのまま反映している。日中の市民的
世界同士が知り合い、学び合うことは、単に
相手からよい刺激と知恵を得る機会になる
だけではなく、相手の社会と文化、国民性な
どについてより深く「理解する」機会にもな
る。市民的世界をつなげることの意味は、こ
こにある。 
 市民的世界の同業者同士の交流は、「相互
理解」に効果的である。なぜなら、NGO/NPO
など市民的世界同士の交流は、「交流のため
の交流」ではなく、必要性に迫られた「交流」
であると同時に、社会的ミッションや価値観
に動機づけられた交流でもある。そこで交わ
されるのは、具体的な知識やノウハウなどの
情報だけではなく、ものの見方と対処する際
の姿勢、求めたい理想とはなにか、効果的な
活動とは何を意味し、どのように作っていく
べきか、価値観や思考パターンに関わるより
深いやり取りでもある。このような交流は、
相手に対しての「印象」が変わるだけではな
く、相手を「理解」するようになる入口、場
となることも十分に期待できよう。 
 「市民的世界」同士のつながりを、「市民



関係」と名付けたい。そのつながりは、政治・
外交・メディア・経済的利益によって作り上
げられる「国家関係」にとらわれずに、異な
る「日中関係」を生み出す可能性がある。「日
中友好」や「戦略的互恵関係」の枠組みでは
打開できない日中間の隔たりを、「市民関係」
の構築によって改善していきたい。 
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